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Abstmct

　　　　The　coastal　aエeas　in］apan，which　have　been正apidly　developed　for　ports　and

harbours，㎞dustrial　and正ecreation　aエeas　inエecent　years，are　vulnemb1e　to　a　tsummi（a

tida1wave　caused　by　an　earthquake）．The　tsunamiエisk　evaluation　is　needed　veエy　much

from　the　view　point　of　disaster　prevention　and　pエeparedness　at　the　coast副1area．The

estimations　of　the　magnitude　of　the　fo正thcoming　earthquake　and　the　frequency　of　its

occuエrence　have　been　well　discussed　based　on　modem　seismology．The正efo正e　the　mag－

nitude　of　the　forthcoming　tsunami，the　frequency　of　its　occurrence　and　the　geneエation

place　wm　be　able　to　be　assumed．The　p正opagation　of　the　tsunami　in　an　open　ocean　can

be　easi1y　made　clear　by　the　numeエica1simu1ation　or　the　hyd正aulic　simulation．But　a

difficu1ty　is　found　at　the　ana1ysis　of　the　propag刮tion　through　a　continental　she1f．The

accuracy　of　the　simulation　is　not　sufficient　on　the　continenta1shelf　because　of　the

complicated　technique㎞nume正ical　modeling　oI　hydエau1ic　testing　at　the　discontinuity

of　the　bottom　topog正aphy　at　the　continenta1she1f．

　　　　The　authors　pエopose　the　magnification　factoエwhich　is　defined　as　the　ratio　ofthe

observed　tsunami　height　to　the　calculated　tsummi　height－The　observed　tsunami　height

here　means　the　height　of　the　maximum　tsunami　wave　above　the　mean　sea　level　observed

at　the　Japan　Sea　coast　by　the　authoエs　immediate1y孕fter　the　Nihonkai－Chubu　Earth－

quake，1983．The　calculated　tsunami　height　means　the　height　of　the　maximum　tsunami

wave　obtained　at　the　she1f　edge，which　is　defined　as　the　isobath　of200m，by　the

numeエical　ca1culation　with　the5km　meshes　a1l　over　the　Japan　Sea　caエried　out　by　the

authoτs．　The　basic　equations　of　the　calculation　are　shown　in　Eqs．（2）and（3）．　The
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correspondence　of　the　calculation　point　and　the　observed　po㎞t　is　simply　determined　by

the　line　normal　to　eveエy　isobath　between　the　coast　and　the　shelf　edge．Theエesu1tmt

magnification　factoエ，R，has　the　tエend　increasing　with　the　distance　between　the　se囲coast

and　the　conesponding　shelf　edge　as　shown　in　Fig．2where　the　abscissa　is　the　distance．

The　trend　is　somewhat　bent　on　the　figure，but　it　may　be　simply　expressed　by　Eq．（4）fo正

operational　pu工pose，

　　　　R＝2　　　L＜4km　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．．．（4）

　　　　R＝O．151L＋1．451　4≦L＜35km
wheIe　L　is　the　distance　in　km．The　bmken　cuIves　in　the　figuIe　mean　theエun－up　height

relation　proposed　by　Shuto（1972）．Thetrendofthemagnificationfactoエiswel1agreed

to　the　mn－up　height　relation　within　some　assumptions．It　is　conc1uded　that　the　magnifi－

cation　factor　is　useful　to　increase　the　accuracy　of　the　estimation　of　the　tsunami　height　at

the　coasta11ine　f0f　risk　evaIuation　of　tsunami．

1．はじめに

　わが国の経済発展は言うまでもなく海外との貿易による所が大きく，新しく港湾が各地に

建設された．また発電施設なども海岸に作る例が多く，これらはわが国の発展に大いに貢献

した．さらに，海岸が事すますリクリエーションに利用されるという事実も海岸地域の防災

上，見逃すわけには行かない．構造物・施設の防災設計には，過去の災害についての記録の

解析から危険度を評価し，その設計のための外力を決定するのが一般的である．近年，海岸

の構造物・施設などを全くの砂浜に作る例も多く，このような場合の危険度の評価・設計の

ための外力の決定には過去の記録に乏しい．昔から利用の進んだ湾内はともかく，砂浜で殊

に何十年又は何百年に一度の津波による設言十外力の決定に役立つ資料は皆無に近い．そこで，

次のように地殼の運動から津波被害危険度評価までの作業の流れにおいて設言十のための外力

の作成方法を考える（下表参照）、まず，プレート等の地殼の運動によって，各地（A域，B

域，C域……）で地震が発生する確率があり，それぞれに位置・地震の大きさ，再現期問が

設定される．これは近年の地震学の知見から色々明らかになって来た．これによって各地（A

域，B域，C域……）で津波が発生する確率が決まるが，地震に対応してそれぞれに位置・

津波の大きさ，再現期間が設定される．発生する津波の波源での大きさなどには不確定な面

があるが，一応，海底の変位などから多くの推定がなされている．ひるがえって，甲海岸に

おける津波危険度をみると，A域からの津波伝播，B域，C域……からの津波伝播が考えら

れ，これらは次にのべるように推算可能である．こうして，甲海岸では確率としての津波の

高さ・再現期問などが求められ設計のための外力が求められる．乙，丙……の海岸について

も同様である．こうして，任意の海岸において，津波危険度の評価のための外カとしての津

波高の確率が求められる．

一16一



津波危険度評価のための高まり係数一木下・小西・都司

A域における

地震の発生確率

（位置・大きさ・再現期間）

　　　　↓
A域（波源）における

津波の発生確率

（位置・大きさ・再現期問）

甲海岸における津波確率

（高さ・再現期間）

甲海岸における設計外力

　プ■レート等地殼の運動

　　　　↓
B域における

地震の発生確率

（位置・大きさ・再現期問）

B域（波源）における

津波の発生確率

（位置・大きさ・再現期間）

　　　　　＼＼

津　波　の　伝　播〕

乙海岸における津波確率

（高さ・再現期閻）

　　　　↓
乙海岸における設計外カ

C域における

地震の発生確率

（位置・大きさ・再現期間）

　　　　↓
C域（波源）における

津波の発生確率．

（位置・大きさ・再現期間）

丙海岸における津波確率

（高さ・再現期問）

丙海岸における設計外力

　ところで，津波伝播の推算の手法は　電子計算機の発展によって著しく進歩し，さらに模

型実験による検証が近い将来のこととして日程にのぼりつつあるが，海岸近くでの津波の変

形等において未だ十分明らかでない面がある．そこで筆者らは津波の推算のうちの十分でな

い部分に「高まり係数」なる概念を導入し，昭和58年（ユ983年）日本海中部地震においてえ

られた結果より，高まり係数の値を提案するものである．すなわち，沿岸での津波の言十算は，

津波自身が沿岸近くで急激に尖鋭化するので数値計算では非常に細かい差分が要求される事，

あるいは模型実験では，実験技術として実施しにくい浅海部で精度を上げねばならないこと，

非線形性，海底摩擦の影響を正しく評価せねばならない事等から，信頼度の高い結果を得る

のは難かしい1よって，信頼度も高く，比較的計算が容易な大陸棚以深を数値計算の主たる

対象として大陸棚縁での津波高（気象庁海洋観測指針にいう最高津波水位）を求め，その値

を海岸での津波高と客観的な手法で結びつける事ができれば津波高の推定の精度向上が期待

される．こうして上で述べた再現期間と組みあわせると，ある海岸に対しての津波危険度の

評価・構造物・施設の設計のための外力としての津波高が求められる．

　本論文では，大陸棚縁の津波高と海岸での津波高を結びつける高まり係数Rとして

　　　　　　　C．b．
　　　　R＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
　　　　　　　　S。。1

（ここでC．b、，　S。、1はそれぞれ沿岸での実測津波高，および200m等深線上での計算津

波高である．）を定義し，ユ983年日本海中部地震による津波の実測津波高（国立防災センタ

ー，1984），C．b、と数値計算による津波高（科学技術庁，王984），S、、1からRを求め，・こ
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れを大陸棚の平均勾配の関数として係数を定めた．同様に相田（1977）も十勝沖津波等で

同様の計算を行い比較しているが，この小文では後述するL（海岸線から大陸棚までの水平

距離）との対応に注目した、

2．津波数値計算の方法と結果

　日本海中部地震による津波の数値計算で使用された手法及び結果は，科学技術振興調整費

による報告書（科学技術庁，1984）に詳しく示されている．簡単にその方法を述べると，

日本海全域（大陸棚を含め陸岸まで）を言†算対象海域として，東西方向，南北方向とも5㎞

間隔の格子に分割し，次の運動方程式，及び連続の式

　　　　∂u　　∂ζ　　　∂V　　∂ζ　　　　　一一9一　　　　　　　　一＝一9一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　く2）
　　　　∂t　　　　∂X　　　　　　∂t　　　∂y

音一一（午・計） （3）

を差分化して解いた．日本海全体を対象にしたこと，及びこの海域における代表的な水深で

の津波の波長を海岸で測られた周期から推定しそれを表現できるように格子問隔を5㎞と決

めた．X，y座標はそれぞれ東西方向，南北方向にとり，u，Vは，X，y方向の流速成分，

ζは平均水面からの水位変位，hは水深である．運動方程式では，移流の項，コリオリ項お

よび粘性項が無視されているが，今考えている大陸棚以深の津波の計算では十分許される近

似である一陸岸境界では，陸岸に直交する流速成分を0とし，日本海が大洋とつながる海峡

では津波が海峡の内側水位に応じて流出するように条件を定めた．

　初期条件（地震による波源の水位上昇）として，相田（ユ984）のモデルNα10を使用した．以

下の議論では相田のモデルNα10による初期変位が量的にも正しく，したがって数値計算等で

得られた陸棚縁での計算波高も現実をよく再現していたと仮定して話をすすめる．このモデ

ルによると南北2枚の断層変位が想定されているが，これに相当する水位変化を与え，流速

は地震発生直後には全域で無しとして計算を始める．鉛直水位変化は最大で約4m，2枚の

断層の大きさは北側東西60㎞，南北30㎞，南側東西40㎞，南北30㎞に及ぶ．

　最も大きい津波が襲った秋田，青森の海岸を中心に，大陸棚縁での言十算津波高を図1に示

す．ここで，大陸棚縁は，200mの等深線と定義する．図1の計算結果は，200m等深線を

はさむ束西2個の格子点での算出水位のうちの大きい方の値を採用している．この図には，

我々が主要災害調査として現地調査から得た実測した津波高も示されている．計算と実測の

分布形状は全体として良く似たパターンを示している．両者の値の大きさを比較すると，実

測値は計算値に比べて，2～7倍程度大きい事がわかる．
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1．5

1．O　　　1lll11

い　l　ll　ll　l　〉 161oo
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14100
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図1　大陸棚縁（200m等深線）での計算津波高（実線）及び実測津波高（棒グラフ）．

　　　点線は計算津波高の出現時刻を示す．

Fig．1　Calculated　tsunami　height　at　the　she1f　edge（the　so1id1ine）and　obse正ved

　　　tsunami　height　at　the　coast（the　ba正gエaph）．Bエoken　line　shows　the　occurrence

　　　time　of　the　calculated　tsunami　height．

3．高まり係数：Rの求め方

　高まり係数を定義する際に問題となるのは，海岸での実測津波高と大陸棚縁のどの位置の

計算値との比をとるかという事である．合理的だと思われるのは，実測津波高が得られてい

る海岸から逆伝播図を作製しその波面が最初に200m等深線に到達した地点での計算津波高

を採用する事だろう．実際に逆伝播図を作製してみると波面が曲率をもつ為に最短の径路を

決めにくい場合がある、よってここでは海岸から次々と等深線に垂線をたてて，200mの等

深線に到達した点での計算津波高と実測津波高を対比する．こうして決めた海岸から200m

等深線への距離は逆伝播図から決めたものと大きな違いはない．計算津波高を求めている地

点は境界（海岸）から離れているので上に述べたような浅海や境界が言十算結果に及ぼす悪影

響はうけていない．径路図は　海上保安庁発行の大陸棚の基本図上で作製した．逆伝播図に
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よる径路との違いや誤差を考慮して，上で決めた点に最も近い計算格子点とその南北の言十算

津波高の3つの値の平均値を，陸棚縁での計算津波高，Scalとした．

　このようにして定めた計算津波高と実測津波高の比Rを200m等深線までの距離，もしく

は，陸棚勾配に対して示すと図2のようになる．選ばれた2ユ個の実測点は，秋田，青森両県

で，最高波が第1波に近く，選択した点の問の距離がほぼ一様で比較的に信頼できる測定値

が得られている場合である，鯵ケ沢と八竜橋の2点を除けば，ある一意的な関係を示してい

るように見える．八竜橋は，八郎潟につながる川を海岸から中に入った所にある事，鯵ケ沢

は防波堤に守られた漁港内の測定点である事を考慮すると，高まり係数Rは，大陸棚部分で

の平均勾配でほぼ定まるようである．大陸棚の勾配が比較的に急で1／50程度ではRは2～

3に，1／100勾配で4～5に，ユ／150よりも陸棚勾配が緩くなると良は6～7になってい

る．200m等深線上の津波高を沖合津波の片振幅と考えれば，海岸から大陸棚までの水平距

離，L（㎞）が小さくなればRは2に近くなる事が推定される．これを考慮して，さらに上

述の理由から八竜橋，鯵ケ沢を除外して実験式を求めると，

R8

7

5

4

　　　　　　　　　　　　　、・T，10min，

　　　　　　　　　1一’1　　　　　　　　　　　　　、・T＝20min．

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　須田　／’

　　　　　　．．一／　　　十三湖　　　．．＿．．．・’’
　　　　　、’　　　　　　　　　■　　　、！’　　　　　　　　　　　、’・　Tp30min、

　　　　／　　／ふ台　斧谷、／
　　、／’　．一．ノ蝉一一／、．．．．．．．1！

　、／　冊　　／親川．　！三吉山
1鋤ξ／・門前。／二・鮎川・安田

1　　　／田野沢○木蓮寺　出来島

　　1　　・

　／　　．岩館
、1　　、一・釜浦　　．畠

’・’；’、戸賀　　．鰺ケ沢

深浦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．八竜橋

10　　　　　　20 30　　　　　40km　L

　　　　　　　　1／5◎　　1／o0　　1／150　　1■200200／L（m）

図2　大陸棚縁までの距離と高まり係数の関係．

　　　図内の実線は実験式（4）を示す．点線はTを周期とする入カ波について首藤の

　　　式（5）の計算結果を示す．

Fi＆2　Magnification　factor　with　the　distance　between　the　shelfedge　and　the　coast（or

　　　the　shelf　gIadient）．So1id　1ine　is　the　empiエicahelation（4）．趾oken　cuエves　are

　　　ca1cu1atedbytheShuto’sre1ation（5），beingsupposedthattheperiod，Tisequa］

　　　to10，20or30minutes．
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　　　　R＝2　　　　　　　　　Lく4km

　　　　R＝0．ユ51L＋1．451　　4∠L∠35km

となる．さらにLが大きくなるとある値へ漸近するか，

　　　　　　　　　　　　　（4）

もしくは小さくなるものと思われる．

4．高まり係数の1つの解釈

　本節では，高まり係数の物理的な意味を考えてみる．幅や水深が変化する水路での長波変

形を表わす有名な式にグリーン（Green）の公式

　　　　　　　1　　　1
　　　　ζ㏄h4b2

がある．ζは水位変化，hは水深，bは水路幅を表わす．この式の前提として　摩擦はなく

伝播途中で反射を生じないという仮定がある．もしも一様勾配の緩い斜面にこの式を適用す

れば海岸での水位の上昇は無限大という事になる．実際は反射をうけ，摩擦をうけて有限に

とどまる．図2の1つの解釈はこのグリーンの公式にみられるような増幅と反射，もしくは

摩擦による減衰の関係を示していると考えうる．すなわち，陸棚勾配が急（L：小）であれ

ばそれだけ大きな反射をうけるし緩勾配（L：大）では無反射のまま海岸まで津波のエネル

ギーは運ばれるだろう．

　図2に挿入した3本の点線は，首藤（1972）が斜面の遡上高について導いた線型定常解

である．これは次式で与えられる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1R’／a－2〔J02（4πL／S）十J戸（4πL／S）〕．τ （5〕

R’：遡上高，a：斜面以深に仮定した平担面での津波片振幅，L：斜面の水平長さ，S＝

／可・Tでh。は平担面水深（ここでは200m），T：入力波の周期，J。，J、は0次，

1次のベッセル関数である．首藤の計算は周期的な正弦波についてのものなので本報告の例

とは幾分異なるが，傾向は極めて類似している．もしも，この首藤の式で高まり係数が表現

できているとみれば，実測遡上高は水深減少による波高増幅と反射による減衰で説明可能と

なる．いまの場合，首藤の式の入力波の周期丁を25分程度と考えると最も良く合う結果を

与えるようである．

　上で提案した高まり係数Rは，海岸を単純化して考えているのでV字型の湾等へ適用する

場合には，湾口の値は高まり係数で求め湾奥の値はグリーンの公式等で補正する必要がある

だろう．また，海岸に沿って伝わる波等は考慮されてないので，第1波が最大となるような

震源に近い海岸において適用すべきであろう．ある意味で，この高まり係数は津波の防災計

画に変更を求めていると思われる．今まで津波が危険なのはV字型の湾であるとされてきた．

しかしながら，上式の高まり係数Rが示すように，V字湾以外でも前面に緩勾配の陸棚斜面
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を持つ海岸付近で地震が起これば，極めて大きな津波を考えなければならないし，その危険

度評価は本報告で述べた手法で可能である．

5．結論

　日本海中部地震による津波の実測津波高と日本海全域についての数値計算結果から高まり

係数を定義，算定した．この値を使えば，大陸棚以深で起きた津波が直線に近い海岸にほぼ

直角に入射した場合，大陸棚縁（200m等深線）の数値計算値から沿岸での津波高を推定す

る事が可能であり，地震の生起頻度や再現期間の計算を組み合わせる事で海岸構造物に対す

る津波危険度評価のための外力算定が可能である．

　高まり係数Rは，Lを海岸から200m等深線までの距離（㎞）として

　　　　R：2　　　　　　　　　　　　L＜4km

　　　　R＝O．151L＋ユ．45ユ　　　　　4∠L∠35km

となる．
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